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　お わ り に
は じ め に
　社会的総生産を把握する再生産（表式）論では，資本蓄積・経済成長の
態様を反映する部門構成と，資本主義的階級関係を前提とした分配関係を
反映する価値構成という 2 つの基礎範疇が示され，資本流通と所得流通を
媒介にしたこれら基礎範疇相互間の関連から，社会的総生産物の実現と階
級関係の再生産が把握されている。このような理論的性格を有する再生産
（表式）論的視角を踏まえつつ現状分析を行うことで，各国・地域経済の
構造的特質とその変容過程とを明らかにすることができる1）。
　ただし『資本論』第Ⅱ部第 3 篇における再生産表式では，生産的労働お
よび産業資本のみが対象とされ，商業労働および商業資本に代表される不
商学論纂（中央大学）第56巻第 3 ・ 4 号（2014年11月）
 1）　こうした視角に基づいた日本経済に関する現状分析として拙著『現代日本
再生産構造分析』日本経済評論社，2013年を参照。
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生産的労働および不生産的資本の活動は扱われていない。しかしながら，
現代の資本主義経済では，商業資本をはじめとした流通過程における資本
や，いわゆるサービス業に含まれる消費過程における資本の活動も大きな
比重を占めるようになっている2）。そこで本稿では，不生産的資本のうち
商業資本に代表される流通過程に介在する資本の活動について，社会的総
資本の再生産における役割を明らかにした上で，商業資本の平均利潤率形
成への参画，流通費を含んだ利潤率の定式化，さらに流通部門を含む再生
産表式の展開を試みることを課題とする＊。
　＊ 　再生産表式への商業資本の導入・具体化については谷野勝明氏の研究3）で検
討されているが，後に検討する利潤率の定式化をめぐってはローゼンベルグの
「修正式」を前提して考察が進められている。本稿では，再生産過程における
流通費・商業資本の役割や位置を明らかにした上で，利潤率の定式化をめぐる
論争を踏まえつつ，商業資本が参加する場合の平均利潤率や，商業資本を含ん
だ再生産表式の展開について考察していきたい。
Ⅰ．再生産表式への商業部門導入の示唆
　先述したように，『資本論』第Ⅱ部第 3 篇で展開された再生産表式では，
産業資本によって担われる生産的部門だけが表示されている。しかしなが
ら『資本論』第Ⅲ部では，産業資本から剰余価値の分与を受ける商業資本
や利子生み資本，土地所有者が登場する。マルクスは，これら不生産的部
2 ）　筆者は不生産的労働の理論的性格および内容について，流通過程における
不生産的労働としての流通労働と，消費過程における不生産的労働としての
サービス労働とに区分すべきものと考えている。拙稿「マルクスの「消費労
働」概念と生産的労働」関東学院大学大学院『経済学研究科紀要』第28号，
2006年 3 月；「生産的労働・価値形成労働の要件と範囲」同上誌，第29号，
2007年 3 月を参照。 
3 ）谷野勝明「再生産（表式）論と商業資本（上）（下）」（『経済』2006年 1 ・
７ 号）。
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門のうち商業資本について，再生産表式に導入することを予定ないし課題
としていたことを示唆する記述を残している。
　『1861-63年草稿』ノート22では，独自の経済表を作成4）している箇所に
おいて，「商業資本および貨幣取扱資本はとくに示されていない。という
のは，もしそうすれば表があまりにも複雑になるであろうからである」5）と
述べられ，当初は経済表に商業資本および貨幣取扱資本を位置づけ，「資
本家と商人と労働者との流通・剰余価値の貨幣化・再生産過程における貨
幣流通・貨幣との関連での蓄積・貨幣材料の再生産・運動全体における商
業資本の考察が予定され」6）ていたことが分かる＊。さらに『資本論』第
Ⅱ部初稿の「第三章　流通と再生産」では，再生産過程における「貨幣流
通（および貨幣資本としての形態にある資本）をひとまず捨象するが，貨幣流
通にとっての特殊的規定がこの過程の契機として生じてくる場合に，とき
おり考慮にいれる」との叙述に続いて，「これより進んだ諸規定は，商人
資本等々，ならびに，剰余価値が分裂していくさまざまの特殊的範疇が考
察されたのちに，第三部の最後の章ではじめて問題となるであろう」７）と
の覚書的記述が見られる。すなわちマルクスは，再生産過程における貨幣
流通の問題については，商業資本等の考察を踏まえて『資本論』第Ⅲ部の
4 ）　マルクスによる経済表の構想および再生産表式の成立過程については，小
林賢斉『再生産論の基本問題』有斐閣，1971年；谷野勝明『経済科学の生成』
時潮社，1991年；松尾純「『1861-63年草稿』における『経済表』」（服部文男・
佐藤金三郎編『資本論体系 1 　資本論体系の成立』有斐閣，2000年）などを
参照。
5 ）　『資本論草稿集⑨』593-594頁。なお，『資本論』の草稿のうち『経済学批
判要綱』と『1861-63年草稿』からの引用については，資本論草稿集翻訳委
員会訳『資本論草稿集』大月書店，1981-94年の頁数を用いて，『草稿⑨』
593-594頁のように表記する。
6 ）　谷野前掲書，262頁。
７ ）　中峯照悦・大谷禎之介他訳『マルクスライブラリ 3 　資本の流通過程』大
月書店，1982年，201頁。
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最終章（現行『資本論』では第 ７ 篇）で検討する予定であったものと理解で
きる＊＊。
　一方，『資本論』第Ⅲ部第1７章で商業利潤および流通費について検討す
る中で，「それら〔純粋な流通費―以下〔　〕内引用者〕は，直接的生産
関係にははいり込まないが，流通過程にはいり込み，それゆえ再生産の総
過程にはいり込む」という流通費の位置づけについての記述に続き，括弧
に入れて覚書的に「そのほかに……研究されなければならない」課題とし
て次の 3 つが指摘されている。「第一に，必要労働だけが商品の価値には
いり込むという法則は，流通過程ではどのように顕現するのか？　第二に，
蓄積は商人資本の場合どのように現れるのか？　第三に，商人資本は社会
の現実の総再生産過程ではどのように機能するのか ?」8）。これらの課題を
解明するためには，再生産表式に商業資本を位置づけ，さらに商業部門を
含んだ拡大再生産表式について検討することが不可欠であると思われる。
また同じく第1７章には，やはり括弧に入れて覚書的に，「次の諸点が研究
されなければならない」課題の 1 つとして，「総再生産過程における商人
資本の役割」9）に言及されている。このように，『資本論』第Ⅱ部第 3 篇次
元で捨象されていた不生産的部門のうち商業部門については，マルクス自
身が再生産表式へ導入しようとの意図を持っていたことは明らかである。
しかしながら，現行『資本論』ではこうした検討は行われておらず，残さ
れた課題となっているものと考えられる。
　＊ 　この点に関して，『1861-63年草稿』執筆過程で「経済学批判」体系の方法論
上の変更，すなわち「資本一般」範疇が放棄ないし拡張されたことに留意が必
要である。それまで「資本一般」については， 1 つの産業資本を対象とするも
のとされていたのが，「商業資本。貨幣取引業に従事する資本」との表題が付
8 ）　以上の引用は『資本論』Ⅲ，Ｓ．300；新日本新書版訳本⑨分冊，490頁（以
下，『資本論』よりの引用には，新日本新書版訳本の分冊番号と頁数を付す）。
9 ）　同上，Ｓ．305；新日本新書版訳本⑨，498-499頁。
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　　 された『1861-63年草稿』ノート15以降で商業資本についての考察が行われ，
不生産的資本としての商業資本など「特殊的諸資本」も「資本一般」としての
考察に含まれるようになった。故に，後に再生産表式として展開される経済表
に商業資本を位置づけることを前提とした上記の叙述は，社会的総資本の再生
産における商業資本の位置と役割を解明することを課題としていたことを含意
していると捉えられる。
＊＊ 　現行『資本論』第Ⅲ部第49章において示された再生産表式は，第Ⅱ部第 3
篇とほぼ同様のもので，商業部門などの価値不生産的部門を含むものではない。
Ⅱ．再生産過程と不生産的資本
　次に，社会的総資本の再生産過程における不生産的労働・不生産的資本
の役割と位置について検討しよう。まず本節では，流通過程および消費過
程における不生産的部門の再生産上の機能の違いについて，『資本論』第
Ⅲ部および『1861-63年草稿』の叙述に基づいて考察しよう。
１ ．資本と交換される不生産的部門の再生産過程における位置
　現行『資本論』第Ⅲ部第 4 ～ 6 篇では商業資本，利子生み資本および地
代への剰余価値の分与が明らかにされているが，消費過程における不生産
的労働ないし不生産的部門については，『資本論』第Ⅰ～Ⅲ部を通じて体
系的な記述は見られない。ここではまず，『資本論』第Ⅲ部に登場する不
生産的資本の再生産上の機能・役割に関する叙述を検討しよう。
　⑴　商業資本の再生産過程における機能
　商業資本が再生産過程において果たす機能については，『資本論』第Ⅲ
部第16章の末尾で，次の 2 点が明らかにされている。 1 つは，「商人資本
が市場の拡張を助け」る点であり，産業資本の生産した商品の実現の困難
を克服することによって「産業資本の生産性とその蓄積とを促進する」。
いま 1 つは，「通流時間を短縮する」点であり，産業資本が自ら流通過程
を担当する場合に比べて「商人資本が資本のよりわずかな部分を貨幣資本
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として流通部面に閉じ込める」ために，「直接に生産に使用される資本部
分を増大させる」10）。いずれも，自立した商業資本の活動が産業資本の蓄
積を促進し，その結果として剰余価値の分与を受けるという再生産上の機
能が明らかにされている。
　続く第1７章では商業資本と産業資本との関係について，「彼〔商業資本〕
が消耗する不変資本（物的な取引諸費用）を」産業資本家に「補塡してもら」
うことは，「産業資本家にとっては利潤の減少が生じる」ことを意味するが，
商業資本が流通費を集中的に担当するという「分業にともなう集積と節約
のために」「この〔利潤の〕減少の程度は，産業資本家自身がこの資本〔物
的な取引諸費用〕を前貸ししなければならないであろう場合よりも小さ」
くなり，「利潤率の低下がより少なくなる」11）ことが明らかにされている。
このように商業資本は，「価値および剰余価値の形成にたいする諸限界」12）
となる流通過程の活動・費用を軽減する役割を根拠に「再生産の総過程に
はいり込」13）み，「生産資本によって生み出された剰余価値または利潤の
うち自分に与えられる部分をわがものにする」14）のである。
　⑵　利子生み資本の再生産過程における機能
　利子生み資本および信用制度の再生産上の機能に関して，『資本論』第
Ⅲ部第2７章では，「資本主義的生産における信用の役割」として「流通費
の軽減」が指摘されている。具体的には「一つの主要な流通費」である「貨
幣そのもの」が「節約される」，すなわち「流通または商品変態」の「信
用による加速」としての「再生産過程の加速」によって可能になる。「準
備金の収縮」を通じて「資本のうちつねに貨幣形態で実存しなければなら
10）　以上の引用は，『資本論』Ⅲ，Ｓ．291；新日本新書版⑨，476頁。
11）　同上，Ｓ．308；新日本新書版⑨，502-503頁。
12）　同上，Ｓ．292；新日本新書版⑨，477頁。
13）　同上，Ｓ．300；新日本新書版⑨，490頁。
14）　同上，Ｓ．293；新日本新書版⑨，479頁。
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ない部分の縮小」が実現する15）。このように信用制度は，流通費の一部
である貨幣の節減という再生産上の機能を果たし，資本蓄積が促進される
ことを根拠にして利子生み資本は剰余価値の分与としての利子を得るもの
と理解できる。
　⑶　再生産過程における地代の機能
　地代については，『資本論』第Ⅲ部第45章で，「土地所有の実存」が「資
本の価値増殖にとっての一制限とな」り，この土地で生産された「通常の
利潤」からの地代の支払いが「資本の価値増殖にとっての一制限になって
いる」こととともに，「土地所有の独占」による「資本の〔価値増殖の〕
制限」という事情が「差額地代においては前提されている」ことが述べら
れている16）。後者については，借地農場経営者が差額地代を支払わない
場合には，より劣等地の耕作を余儀なくされ，価値増殖を制限されること
が含意されている。すなわち，地代そのものは価値増殖の制約であると同
時に，差額地代の支払いは，劣等地での耕作が回避されることを通じて，
価値増殖の制限を節減する機能を果たすものと理解できる。こうして検討
してみると，剰余価値の地代への分与についても，先に検討した商業資本
や利子生み資本の場合と同様に，資本蓄積にとっての障害・制約を軽減す
るという再生産上の役割が根拠となっているものと理解できる。
　以上の検討から，『資本論』第Ⅲ部に登場する不生産的部門──商業資本，
利子生み資本および土地所有者──については，いずれも産業資本の価値
増殖にとっての制約を節減することで蓄積を促進する役割を果たし，こう
した役割を根拠に産業資本から剰余価値の分与を得るという再生産上の位
置を占めていることが明確になった。
15）　以上の引用は，同上，Ｓ．451-452；新日本新書版⑩，754-755頁。
16）　以上の引用は，同上，Ｓ．759；新日本新書版⑬，1309-1310頁。
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２ ．収入部分との交換としてのサービス資本の位置
　不生産的労働のうち，消費過程におけるサービス労働について，現行『資
本論』第Ⅰ～Ⅲ部には体系的記述は見られない＊。第Ⅱ部第 3 篇の再生産
表式では，労働者の収入および資本家の個人的消費はすべて生産物として
の消費手段の購入にあてられるものとされている。
　一方，『1861-63年草稿』ノート12では，『経済学批判要綱』で「人身的
用役給付」1７）とされた諸労働，ホテルの料理人や給仕，俳優，音楽家，娼婦，
弁護士，教師，牧師，兵士，政治家などが言及されている。資本家がこれ
らの労働者を雇用してサービスを提供した対価は，「個人的消費にはいっ
て行くかぎりでのすべての生産物について当てはまる」のと同様に，「公
衆の収入から企業者自身に対して支払われる」18）と述べられている。すな
わち，資本家・労働者の収入が生産物である消費手段の購入にあてられる
だけでなく，生産物に対象化されていないサービス労働の購入にも支出さ
れた結果，これら労働に介在するサービス資本が支払いを受けるものと捉
えられる19）。
　＊ 　本文での検討を踏まえると，「『資本論』ではもっぱら資本主義的生産様式の
もとでの物質的財貨である商品の生産，分配，再生産を取り上げて，解明し，
サービスはその後に取り上げるべきものとしていた」20）との金子ハルオ氏の指
摘は妥当なものと思われる。
Ⅲ．流通費の性格と再生産過程における位置
　前節の検討から，『資本論』第Ⅲ部に登場する商業資本，利子生み資本
などの不生産的部門と，現行『資本論』第Ⅰ～Ⅲ巻には登場しない消費過
17）　『草稿②』108頁。
18）　『草稿⑤』192頁。
19）　この点については前掲拙稿を参照。
20）　金子ハルオ『サービス論研究』創風社，1998年，49頁。
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程に介在するサービス資本との，再生産上の機能・位置の相違が明確に 
なった。前者の諸資本は，産業資本の価値増殖の制限・障害を軽減する役
割を果たすことを根拠にして，利潤率均等化にあたって剰余価値の分与を
受ける，という位置にある。これに対して後者は，消費過程で機能するサー
ビス労働の対価として，労働者・資本家の収入から支払いを受ける位置に
ある。そこで，前者の性格を有する不生産的部門の再生産上の機能・役割
について，不生産的資本としての商業資本に代表させて考察することがで
きるだろう。先に検討したように，マルクスは商業資本を再生産表式に具
体化する構想は持ちつつも，現行『資本論』では具体的検討はなされてお
らず，再生産表式では流通費や商業資本について考慮されていない。本節
では，再生産過程における流通費の機能・役割について，『資本論』の叙
述を踏まえつつ考察しよう。
１ ．流通費を含む利潤率の定式化をめぐる論争
　商業資本の平均利潤率への参加や，再生産表式への商業部門の導入につ
いて考察するためには，商業利潤と流通諸費用──商業労働者の労賃と物
的取引費用，商品買取貨幣資本──の再生産上の位置付けを明確にしてお
く必要がある。このうち，商業利潤は産業資本の獲得する剰余価値から分
与されることは明らかだが，流通諸費用の補塡をめぐっては『資本論』に
やや一貫性を欠く記述があり，商業資本も加わった場合の一般的利潤率の
定式化をめぐって論争が続いている。
　⑴　流通費の性格についての『資本論』の叙述
　『資本論』第Ⅱ部第 6 章では，「このこと〔購買および販売〕に費やされ
る時間は，転換される価値に何もつけ加えない流通費であ」り，「彼〔産業
資本〕の資本の流通費……は彼の収入からの控除をなす」21）とされ，商業
労働者の労賃や物的取引費用などは価値を形成せず，産業資本の取得する
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剰余価値からの控除をなすとされている。さらに『資本論』第Ⅲ部第1７章
では，売買のために「必要な不変資本」と「商業賃労働者の使用に前貸し
される可変資本」は，「計算，簿記，市場取引，通信などに帰着する」と
ころの「買うことの費用と売ることの費用」すなわち流通費であるとされ
ている22）。これらの記述を併せて考慮すると，商業資本にとっての「不
変資本」と「可変資本」はともに流通費であり，剰余価値からの控除をな
すもので，価値を移転したり，新たに価値をつけ加えたりしないものと理
解できる。
　⑵　マルクスによる利潤率についての「定義式」
　さらに『資本論』第Ⅲ部第1７章では，「100の商人資本〔商品買取資本の
こと〕のほかになお，50の追加資本が当該の費用〔流通費のこと〕のため
に前貸しされるとすれば，いまや180の総剰余価値が，生産的資本900，プ
ラス，商人資本150，合計1,050に分配される｡ したがって平均利潤率は，
1７1/7%に低下する｡ 産業資本家は商品を900 + 1542/7= 1,0542/7で商人に
売り，商人はこれを1,130（1,080 + 50 ──この50は彼が再補塡しなければならな
い諸費用）で売る」23）ものとして，流通費を含めた生産価格と平均利潤率
が示されている。ここでは，利潤率1７.1%は（生産的資本900 + 商人資本150）
を分母，総剰余価値180を分子として計算されており，利潤率の定式は価
値次元の概念──商品買取資本を B，流通費を zとする──を用いて以下
の「定義式」で表すことができる24）。
21）　『資本論』Ⅱ，Ｓ．134；新日本新書版⑤，208頁。
22）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．300；新日本新書版⑨，490頁。
23）　同上，Ｓ．303；新日本新書版⑨，495頁。
24）　マルクスによる「定義式」と，後に検討するローゼンベルグの「修正式」
についての数学的表記については，富塚良三『経済原論』有斐閣，1976年，
378-379頁を参照。なお，マルクス自身はこの式のような価値次元の概念を
用いた定式化自体は行っていない。
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　　マルクスの「定義式」: p’ = m /( c + v + B + z )
　この「定義式」は，剰余価値総額 m=180 が全て産業資本と商業資本によっ
て取得されることを意味しており，流通費は剰余価値部分からの控除をな
すとされた第Ⅱ部第 6 章の内容と明らかに矛盾している。なお，「定義式」
に従って生産価格を考慮すると，流通費 z は価格への追加として購買者に
よって負担されるものと捉えられなければならない。
　⑶　ローゼンベルグの「修正式」とこれをめぐる論争
　こうしたマルクスの叙述に見られる問題点についてローゼンベルグは，
「マルクスは此の部分に於ては，流通費用を専ら平均利潤率の形成にそれ
が参加するという方面からのみ研究し，未だ剰余価値からの控除としては
それを考察していない」25）ことに起因するものと捉え，上記の「定義式」
に代わって，下記の「修正式」を提示している。
　　ローゼンベルグの「修正式」: p’ = ( m - z ) / ( c + v + B + z )＊
　この式では，商業資本のうち商品買取資本 Bと物的流通費 z とが区別さ
れ，とくに z 部分は流通過程において失われる価値として剰余価値からの
控除をなすことが示されている。すなわち「修正式」では，「転換される
価値に何もつけ加えない流通費」は「彼〔産業資本〕の収入からの控除を
なす」26）という規定が貫かれるように，「定義式」に変更が加えられてい
るものと理解できる。
　このローゼンベルグの「修正式」の是非をめぐって論争が続いているが，
「定義式」を堅持して「修正式」を否定する論者は井田喜久治氏2７）ら少数で，
25）　ローゼンベルグ（淡徳三郎訳）『資本論解註（第四巻）』改造社，1935年，
52頁。なお，引用の一部を常用漢字・現代仮名づかいに改めた。
26）　注22を参照。
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森下二次也氏28）や橋本勲氏29）など「修正式」を支持する見解が多数派で
あった。「流通費用の資本化」問題について森下氏と論争＊＊を続けた宇野
弘蔵氏も，この「修正式」をめぐっては「ローゼンベルグの解釈するとお
りである」30）との見解を示している。
　＊ 　ローゼンベルグ自身は数字例を用いて利潤率の算式を示しつつも，このよう
な記号を用いた定式化は行っていない。注24でも述べたように，ここで示した
記号による「修正式」は，注28の森下氏の表記を若干修正した富塚良三氏の表
記にしたがった。
＊＊ 　論争自体については，貨幣買取資本，物的流通費のそれぞれについて，商業
資本としての自立化の根拠が争点となった。こうした論争により，貨幣買取資
本と物的流通費との性格の相違が明らかになったが，逆に再生産上の機能にお
ける両者の共通性が看過されるようになった面も否めない31）。
　⑷　草稿研究と「修正式」への批判
　他方で近年，マルクスの草稿研究から，従来の多数派への異論が提示さ
れている。宮川彰氏は，『新メガ』の『資本論』第Ⅲ部「主要草稿」にお
ける異文に基づいた八柳良次郎氏の提起32）を受けて，「流通費参入の商業
価格ははたして価値通りのものか，それとも名目的な追加価格をなすのか
という長らく論議されてきた問題では，マルクスもエンゲルスもともに後
者で考えていたことは疑いない」33）と述べている。さらに但馬末雄氏は
『1861-63年草稿』および『資本論』第Ⅲ部第 4 篇の検討を通して，マルク
27）　井田喜久治『商業資本の研究』青木書店，1975年。
28）　森下二次也『現代商業経済論』有斐閣，1960年，166-177頁。
29）　橋本勲『商業資本と流通問題』ミネルヴァ書房，1970年，3-40頁。
30）　宇野弘蔵『マルクス経済学原理論の研究』岩波書店，1959年，274頁。
31）　論争の経緯については，加藤義忠「流通費用の資本化論をめぐって」（富
塚良三・本間要一郎編『資本論体系 5 利潤・生産価格』有斐閣，1994年所収）
を参照。
32）　八柳良次郎「＜連載＞新メガ（『資本論』第三巻草稿）の研究　第四篇」（『経
済』1997年 3 月号）。
33）　宮川彰「『資本論』の学習と新メガ」（『経済』2002年 6 月号），39頁。
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スは「修正式」を想定していることはなく，流通費については「商業用資
材（物的費用 K）生産部門（業者）の存在が想定されて……，商業用資材用
の商品価値が……付け加えられている」34）と把握していたのであり，流通
費の価値不生産的性格と「定義式」との矛盾について「価値を基礎とした
合理的な説明」35）を行おうとした，との解釈を示している。
　しかしながら，マルクスの叙述に忠実であることと，流通費の性格に関
する論理的整合性を保つこととは必ずしも同一の課題ではない。先に検討
したように，流通費の性格をめぐるマルクスの 2 様の叙述には明確に相矛
盾する点が認められるのであるから，物的流通費や商業労働者などを用い
る商業資本の再生産上の機能・位置を明らかにするという本稿の課題に関
しては，流通費の性格とその補塡関係について整合的な論理に基づく規定
を画定する必要がある。
２ ．流通費の性格と利潤率の定式への導入
　流通費について言及している『資本論』の叙述の検討にあたっては，「産
業資本一般の論理段階と，商業資本が自立化した後の論理段階とは異なっ
ている」36）との橋本勲氏の指摘の通り，叙述箇所それぞれの論理段階の相
違に留意されなければならない＊。こうした論理段階の相違を踏まえつつ，
流通費の性格とその再生産過程における位置づけ，さらに商業利潤と流通
費を含む利潤率の定式化について，理論的に首尾一貫する考察方法につい
て明らかにしよう。
　＊ 　山口重克氏は，産業資本一般の論理段階と商業資本が自立した後の論理段階
との相違を踏まえ，商業資本論を「競争論」次元で体系的に再構成する試みを
34）　但馬末雄『商業資本論の展開〔増補改訂版〕』法律文化社，2000年，131頁。
35）　同上，116頁。
36）　橋本前掲書，41頁。
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行っている37）。しかしながら，現行『資本論』第Ⅲ部で展開されている商業
資本論は，あくまで「資本一般」に導入された限りでの「特殊的諸資本」論に
ほかならず，「競争論」次元での展開が予定された商業資本論ではより豊富な
内容が想定されていたものと考えられる38）。
　⑴　価値次元と生産価格次元における流通費の性格の相違
　現行『資本論』で，流通費に関する体系的な叙述は第Ⅱ部第 6 章と第Ⅲ
部第 4 篇とに見られるが，前者は投下労働に基づく価値次元，後者は利潤
率均等化を通じて成立する生産価格次元の論理段階に属する。なお，商業
資本の利潤率均等化への参加や商業資本を含む再生産表式についての検討
は生産価格次元で，すなわち社会的総資本の視点から社会的総費用と社会
的総利潤との関係を踏まえて考察されなければならない。こうした論理次
元の相違を意識しつつ，流通費の性格について考察を進めよう。
　第Ⅱ部第 6 章では，「流通費は，単に価値を実現するための……費用であ」
り，「この費用に投じられる資本（この資本によって指揮される労働も含めて）
は，資本主義的生産の “空費” に属する」のであるから，「空費の補填は，
剰余生産物からなされなければならず，そしてこれは，資本家階級全体を
考察すれば，…… 剰余価値または剰余生産物からの控除をなす」39）と説明
されている。これに対して第Ⅲ部第1７章では，「この種の〔流通過程に関
わる〕他の支出がどれでもそうであるように，この支出〔商業賃労働者へ
の労賃〕も利潤率を低下させる｡ なぜなら，前貸資本は増大するが，剰余
価値は増大しないからである」40）と述べられ，個別資本にとって流通費は
前貸資本の一部，すなわち費用価格を構成するものと捉えられている。さ
37）　山口重克『競争と商業資本』岩波書店，1983年。
38）　谷野前掲書，239-262頁を参照。
39）　『資本論』Ⅱ，Ｓ．150；新日本新書版⑤，233頁。
40）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．310；新日本新書版⑨，507頁。
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らに，『資本論』第Ⅱ部第 6 章および第Ⅲ部第 4 篇の内容の基礎となった
『1861-63年草稿』ノート1７の中に，「資本家は，利潤率を計算するさいには，
前貸資本のこのような〔流通費としての事務所の賃貸料や事務所費〕部分
を，原料や機械などに前貸しされた部分とまったく同じように計算に入れ
る」41）との叙述が見られる。すなわち，利潤率に従って活動する現実の資
本家にとっては，流通費は「原料や機械など」の不変資本と「まったく同
じように」費用価格として「計算にいれ」られるものと捉えられている。
したがって流通費は，価値次元においては剰余価値部分の一部をなすが，
生産価格次元の個別資本にとっては費用価格を構成するものと理解できる。
　ところで『資本論』第Ⅱ部第 6 章では「貨幣」も「流通費」に含めて考
察され，「流通過程に住みつ」き「価値の形態変換」42）を媒介することから，
売買用の店舗などと同様に，「個人的消費にも生産的消費にもはいり込ま
ない……生産の社会的形態からのみ生じる流通費を形成」する「商品生産
一般の “空費 ”」43）であると認識されている。このように，流通手段として
の貨幣は，店舗などの物的流通費と同様の再生産上の機能を担うと考えら
れるため，流通手段として機能する貨幣についても流通費に含めて検討を
進めたい＊。
　＊ 　流通手段としての貨幣と物的流通費との共通性について但馬末雄氏は，「商
品買取資本〔商品を購買するための貨幣資本 B〕…… と商業費用〔物的流通
費 z 〕はともに商品の販売過程において分離不可の相関的な前貸し資本であ」っ
て，これらが「一体化した結果として（B + z）<（B0 + z 0）を商業資本の自
立化によって達成しうるからこそ，…… 商業資本は産業資本に代わって流通過
程を全面的に担当する」44）と指摘しており，流通手段としての貨幣と物的流通
費を一括して扱うべきことを主張している。
41）　『草稿⑧』230頁。
42）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．137；新日本新書版⑤，213頁。
43）　同上，Ｓ．138；新日本新書版⑤，213頁。
44）　但馬前掲書，48頁。
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　⑵　『資本論』における流通費・商業資本の導入
　『資本論』では，再生産表式や利潤率の定式化に関して，流通費はいか
に位置づけられているのだろうか。第Ⅱ部第 3 篇の再生産表式では，c，v，
mの 3 価値部分とⅠ・Ⅱ部門，すなわち「社会の総生産物，したがってそ
の総生産」は「Ⅰ生産諸手段。生産的消費にはいり込まねばならないか，
または少なくともはいり込みうる形態をもつ諸商品」と「Ⅱ消費諸手段。
資本家階級および労働者階級の個人的消費にはいり込む形態をもつ諸商
品」45）から構成される。ここでは「資本主義的生産の “空費 ”」に属し，「剰
余価値または剰余生産物からの控除をなす」46）物的流通費として購買され
る店舗や事務用品などは考慮されていない。また，利潤率の定式化がされ
ている第Ⅲ部第 1 章の冒頭では，費用価格の性格について，「商品の価値
のうち，商品の生産に支出された資本価値を補塡するにすぎないさまざま
な部分を費用価格というカテゴリーのもとに総括する」4７）との叙述が見ら
れるが，流通費については考慮されていない。
　利潤率の定式の中にはじめて流通費が導入されるのは，第Ⅲ部第1７章の
中で，先に検討した「定義式」に関する記述が見られる部分である。第1７
章ではまず「利潤の生産には参加しないで利潤の分配に参加する資本」48）と
しての商業資本の性格が明らかにされた上で，「さしあたりこのような費
用〔流通費〕ははいり込まないと想定」49）され，「商人が少しも空費を使
わない場合」50）に関して，商業資本の自立化と商業利潤の分与について検
討されている。その後，物的流通費，商業労働の順に，それぞれの不生産
45）　『資本論』Ⅱ，Ｓ．394；新日本新書版⑦，633頁。
46）　注39を参照。
47）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．34；新日本新書版⑧，48頁。
48）　同上，Ｓ．295；新日本新書版⑨，482頁。
49）　同上，Ｓ．293；新日本新書版⑨，479頁。
50）　同上，Ｓ．299；新日本新書版⑨，488頁。
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的性格と価値補塡について検討される51）が，「物的な取引諸費用」として
商業資本に購買される「不変資本」は，「ある種の産業資本の特有な業 
務」52）として，すなわち再生産（表式）論におけるⅠ・Ⅱ部門とも異なる
部門の産業資本によって生産されるものと捉えられている。さらに前節で
検討したように，「不変資本」の「補塡」と商業利潤は，産業資本の側の「利
潤の減少」として補塡されるが，流通費と商業利潤との合計額が「産業資
本家自身がこの資本〔物的な取引諸費用〕を前貸ししなければならないで
あろう場合よりも小さ」53）くなることを根拠にしていることが明らかにさ
れる。
　先述のように流通費の考察に関しては，価値次元に基づく第Ⅱ部第 6 章
で考察された「資本主義的生産の “空費” 」に属し「剰余価値または剰余
生産物からの控除をなす」54）という性格と，生産価格次元で展開される商
業資本の自立化に際して，商業資本が流通費を集中的に担当する「分業に
ともなう集積と節約のために」「利潤率の低下がより少なくなる」55）とい
う性格との両面が考慮されなければならない。ところが第1７章では，流通
費の具体化に先立って商業資本の自立化が検討され，流通費が導入されて
いない段階で商業資本の自立化と商業利潤の分与について検討されてお
り，商業資本が自立化せず「産業資本自身がこの資本〔物的な取引諸費用〕
を前貸ししなければならないであろう場合」56）についての掘り下げた検討
は行われていない＊。価値次元の論理段階を前提に，産業資本自らが流通
51）　『資本論』第Ⅲ部第17章の論理構成については，但馬前掲書，56-190頁を
参照。
52）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．308；新日本新書版⑨，502頁。
53）　注11を参照。
54）　注39を参照。
55）　注11を参照。
56）　同上。
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費を負担する場合を考察すれば，剰余価値の一部が「生産過程から引き離
されて，総収益からの控除である流通費の一部になる」5７）関係が明確にな
るが，第1７章の論理展開ではこうした場合については想定されていない。
こうした論理構成のために，剰余価値からの控除をなすという流通費の性
格が不明瞭になったことが，第1７章で提示された「定義式」で剰余価値か
ら物的流通費が控除されず，生産された剰余価値の全てが産業資本と商業
資本に取得されることを示す利潤率の定式化が行われた一因になったもの
と考えられる。
　＊ 　第17章の終り近くでは，「商人資本に特有な諸現象はまだ自立して現れない
で，まだ産業資本に直接に連関してその分枝として現れるような形態で提起す
る」方法，すなわち「産業資本家自身の事務所において」「産業資本の商人的
操作，したがってまた，価値および剰余価値を実現するための労働およびその
他の費用がますます増大する」58）場合について検討されている。しかしながら，
ここでは流通費のうち商業労働者の賃金についての考察が中心であり，物的流
通費に関しての具体的検討は行われていない。
　⑶　論理次元の相違と流通費・商業資本の導入方法
　流通費・商業資本の再生産上の役割・位置を明確にするためには，剰余
価値からの控除をなす流通費の性格と，流通過程の集中的担当による流通
費の節減を通じて社会的利潤率を高める商業資本の性格の両面を踏まえて
考察する必要がある。先に明らかにしたように，商業資本の自立化後に流
通費の具体化をはかる『資本論』第Ⅲ部第1７章の論理構成では，流通費が
剰余価値からの控除をなす性格が不明確になってしまう。先に述べた流通
費の 2 つの性格の相違を明確にするためには，第Ⅱ部第 6 章で考察された
ように，まずは価値次元で価値不生産的な流通費の具体化について検討し
た上で，流通費の節減を根拠とする商業資本の自立化と商業利潤の分与に
57）　『資本論』Ⅱ，Ｓ．136；新日本新書版⑤，211頁。
58）　同上，Ｓ．310；新日本新書版⑨，506頁。
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ついては生産価格次元の概念を用いて明らかにする，という論理次元の相
違を踏まえて段階的に考察する方法が望ましいと考える。
　次に，生産価格次元での利潤率の定式化，さらに再生産表式への流通費・
商業資本の具体化を検討する際の理論的留意点を確認しておこう。価値次
元では剰余価値は各産業資本に雇用された労働者が生産した価値通りに取
得されるのに対して，生産価格次元では社会的総利潤が各部門の費用価格
に応じて配分される。すなわち，生産価格次元では，社会的総費用に対す
る社会的総利潤（剰余価値）の比率としての平均利潤率を前提に，社会的
総利潤が総再生産過程に参画する資本に配分される関係が明示される必要
がある。さらに平均利潤率の成立に商業資本も加わることを想定する場合
には，流通費の節減による利潤の拡大に寄与することを根拠に剰余価値の
分与を受ける商業資本の再生産上の機能を踏まえて，商業資本が負担する
流通費に応じて商業利潤が配分される関係が明らかにされる必要がある。
なお，利潤率の定式や再生産表式を構成する諸要素についても，社会的総
資本の観点から検討する必要がある。具体的には，流通費は社会的総剰余
価値ないし総利潤からの控除をなすと考えられるが，流通費が社会的に節
約されたならば，節約分は生産部面に投下されることが想定できる。
３ ．流通費を導入した場合の利潤率の定式化
　以上の検討を踏まえて，利潤率の定式化について，論理次元の相違を考
慮しつつ段階的に考察していこう。すなわち，価値次元における利潤率の
もっとも簡単な定式から，自立した商業資本が平均利潤率の形成に参加す
る場合の利潤率の定式に至るまで，流通費の具体化，価値次元の諸概念の
生産価格次元への変換，商業資本の自立化といった論理段階を経て考察を
進めよう。
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　⑴　価値次元におけるもっとも簡単な利潤率の定式
　『資本論』第Ⅲ部第 3 章で示された「p’ = m / ( c + v )」59）というもっとも
簡単な利潤率の定式は，社会的総資本が産業資本および生産的労働者のみ
で構成され，しかも産業資本は不生産的な支出としての流通費を支払うこ
とはなく，獲得された剰余価値の全額が産業資本家に取得されることが前
提されている。『資本論』第Ⅱ部第 3 篇での再生産表式も，これら c，v，
mの 3 つの価値部分から構成されているため，基本的にこのような前提の
下，第Ⅱ部第 6 章で考察された流通費も具体化されていない。
　⑵　価値次元で流通費を導入した利潤率の定式
　次に，『資本論』第Ⅱ部第 6 章で考察された流通費，すなわち産業資本
自身が流通費を負担する場合の利潤率の定式化について考察しよう。先に
検討したように，流通費は価値も剰余価値も生産せず，剰余価値からの控
除分として補塡される。したがって，剰余価値のうち流通費として年々費
やされる物的・人的諸費用を流通費 Mzとすると，剰余価値 mは，流通費
Mzと残余部分 Myとに分割され得る。この残余部分 Myは，個人的に消費
するか拡大再生産に振り向けるかを資本家が決定できる部分であるので，
所得となる剰余価値と捉えられる。これら諸概念を用いると，流通費を導
入した利潤率は下記のように示される。
　　 p’= ( m - Mz ) / ( c + v + Mz ) = My / ( c + v + Mz )
　なお，Mz > 0 である以上，この定式で示した利潤率は，先に（ 1 ）で
示した利潤率より小さい値を示す。ところで，『資本論』第Ⅲ部第1７章では，
剰余価値からの控除をなす流通費は「確かに追加資本を形成しはするが，
しかし剰余価値を形成しはしない」のであるから，流通費の支出によって
59）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．59；新日本新書版⑧，82頁。引用中の括弧は引用者が付
した。
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「個々の資本家にとっては，また産業資本家階級全体にとっては，……利
潤率は減少する」60）とも捉えられている。この叙述では，流通費を含ん
だ前貸資本に対して，所得となる剰余価値の比率として想定されており，
上に定式化したような利潤率が念頭におかれていたものと考えられる。
　⑶　生産価格次元の諸概念への変換
　商業資本の自立と商業利潤の分与については，生産価格次元の論理段階
において考察されなければならない。そこで，上の定式の価値次元の諸概
念を生産価格次元の諸概念に置き換える。価値次元における不変資本
c は，物的流通費を除く物的費用として c ，また可変資本 v は労賃v とする。
剰余価値部分については，総剰余価値 m に対応する総利潤 P，流通費
Mz は Pz，所得となる剰余価値 Myに対応する所得になる利潤Pyと表記
する。なおこの論理段階では，依然として産業資本自身が流通費を支出す
ることを想定しているので，産業資本自身が負担する流通費 Pz 0 ，この場
合の所得となる利潤 Py 0 と表記する。以上の諸概念を用いることで，利潤
率の定式は下のように書き改めることができる。
　　 p’ = ( P - Pz 0  ) / ( c + v + Pz 0  ) = Py 0  / ( c + v + Pz 0  )
　⑷　商業資本の自立した後の利潤率の定式
　さいごに，流通費の節約により商業資本が自立した場合の利潤率につい
ての定式を示す。自立化した商業資本によって負担された流通費をPz ，
このときの所得となる利潤をPy とすると，利潤率の定式は次のように示
すことができよう。
　　 p’ = ( P - Pz ) / ( c + v + Pz ) = Py / ( c + v + Pz )
60）　同上，Ｓ．303；新日本新書版⑨，494頁。
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　このように商業資本が自立化した後の流通費 Pz については，産業資本
自身が負担する場合の流通費 Pz 0 との間に Pz < Pz 0 なる関係が成立し，
所得となる利潤Py は（ 3 ）の定式における所得となる利潤P y0よりも（ Pz0 -  
Pz ）だけ大きくなる。
　以上，流通費の理論的性格を明らかにした上で，価値次元から生産価格次
元への論理次元の相違を踏まえて展開された利潤率の定式は，先に検討した
ローゼンベルグの「修正式」とほぼ同じ内容であり，流通費を含む利潤率の
定式として論理一貫性を有しているのは「定義式」でなく「修正式」の方で
あると評価できる＊。ただし，ローゼンベルグの説明では，流通費および商
業資本の性格について，「純粋流通費用は，剰余価値量を減少せしめる事に
よって，利潤率をも減少せしめる」61）面と，「商業資本は剰余価値の生産を
促進する」ことを通じて「商人資本のお陰で利潤率が増進する」62）面との両
面を指摘した上で，上記の「修正式」が価値次元の概念を用いて説明され
ている。また，森下二次也氏の定式化における「修正式」も価値次元の概
念で構成されている。このような価値次元の概念を用いた利潤率の定式で
は，流通費が剰余価値からの控除となる面と，商業資本による流通費総額
の節減を通じて利潤率が増進する面との相違が不明確になっている。先に
検討したように，商業資本による流通費の節減とそれを根拠にした剰余価
値からの商業利潤の分与については，生産価格次元の論理段階で考察され
るべき内容である。こうした点を踏まえた本節での考察では，生産価格次
元の概念を用いて，価値次元では剰余価値部分であるが生産価格次元では
費用価格を構成する流通費 Pz を，所得となる利潤 Py から区別すること
によって，再生産上における流通費の性格や商業資本の機能を明確にする
ことができたのである。
61）　ローゼンベルグ前掲書，51頁。
62）　同上，45頁。
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　＊ 　上述した宮川氏や但馬氏のマルクス解釈に関連して，利潤率の定式に商業資
本を導入する場合の論理次元，具体的には生産価格次元での定式は社会的総資
本視点を踏まえて展開されなければならない点に鑑みると，マルクスの「定義
式」自体が論理一貫性に欠けるものと評価せざるを得ない。故に，マルクスは
『資本論』第Ⅲ部第17章での流通費を含んだ利潤率の「定義式と価値法則の両
立のための試行錯誤」63）を行っているとの但馬氏の認識は妥当なものと思われ
る。ただし，こうした課題に接近するためには，価値次元と価格次元との明確
な区別を踏まえた流通費の性格の解明が不可欠であるが，その解明はマルクス
によっては充分に行われ得なかったものと理解できる。
Ⅳ．商業部門を組み込んだ単純再生産表式
　前節で明らかにした流通費の性格と流通費を含む利潤率の定式化に基づ
いて，流通費と商業資本の再生産表式への具体化を試みよう。検討にあたっ
ては，利潤率の定式化についての前節 3 項での考察と同様に，論理次元の
相違を踏まえて段階的に考察を進める。なお，検討の前提として，『資本論』
第Ⅱ部第 3 篇での部門構成 2  : 1 ，両部門で資本の有機的構成 4  : 1 ，剰余
価値率100%となる次の表式を用いる＊。
　＊ 　産業部門間の有機的構成が相違する場合には，価値次元から生産価格次元に
展開する際に，産業資本から商業資本への剰余価値の分与のみならず，産業部
門間での剰余価値の分与による利潤率の均衡化の要因が入り込み，問題がか
えって複雑になってしまうため，産業資本について部門間で有機的構成の等し
い下記の表式をもとに検討を進める。
　<表式 1 >
　　「Ⅰ　4,000 c + 1,000 v + 1,000 m = 6,000　生産諸手段
　　 Ⅱ　2,000 c +   500 v +   500 m = 3,000　消費諸手段」64）
63）　同上，116頁。
64）　『資本論』Ⅱ，S．396；新日本出版社版⑦，633頁。
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１ ．単純再生産表式への流通費の導入
　まず，表式 1 に流通費を導入する。ここではⅠ・Ⅱ部門とも産業資本自
身が流通費 Mz0を支出することを前提に，いずれも剰余価値部分の 3 分
の 2 を流通費として支出しなければならず，残り 3 分の 1 が所得となる剰
余価値 My0になると想定する。このような前提において流通費を導入す
ると，表式 1 は以下のように書き換えることができる＊。
　＊ 　添え字 0 を付した Mz0は産業資本自身が流通費を負担した場合に要する流
通費を意味し，この場合の産業資本の所得となる剰余価値は My0であること
を示している。
この場合の利潤率は，p’=My0/ ( c + v + Mz0) = 5.56%と計算される。
　流通費1,000Mz0（ =Ⅰ666.７Mz0+Ⅱ333.3Mz0）は商品買取資本 B0と物的
流通費 cz0，商業労働者の賃金 vz0から構成されるものとする。貨幣の 
年間流通速度を 9 回転とすると，商品買取資本 B0は総取引額9,000
（=6,000W1+ 3,000W2）の 9 分の 1 の 1,000B0，その年摩滅率を10%として 
1 年間の摩滅分100b0とすると，年間に100b0が流通費から補填されなけ
ればならない。この貨幣補填分を除く流通費900について，物的流通費
cz0と商業労働者の賃金 vz0は産業資本における有機的構成と同様に 4 : 1
の構成比となるとすると，下記の表式を書くことができる。
　<表式 2 >
　　Ⅰ　4,000 c + 1,000 v + 333.3 My0+ 666.７ Mz0= 6,000 W1
　　Ⅱ　2,000 c +   500 v + 166.７ My0+ 333.3 Mz0= 3,000 W2
　<表式 3 >
　　Ⅰ　4,000 c + 1,000 v + 333.3 My0+ 66.７ b0+ 480 cz0+ 120 vz0= 6,000 W1
　　Ⅱ　2,000 c +   500 v + 166.７ My0+ 33.3 b0+ 240 cz0+  60 vz0= 3,000 W2
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この場合の利潤率は，p’= My0/ ( c + v + B0+ cz0+ vz0) = 5.32%と計算でき
る＊。
　＊ 　利潤率が5.32%に下がっているのは，利潤率の分母をなす費用価格に含まれ
る貨幣買取資本 B0について，年々の補填額は100b0であるが，利潤率の算定
に際しては，その全額1,000B0が費用として計算される事情による。
２ ．貨幣材料生産部門と流通資材生産部門の具体化
　貨幣の摩滅分 b0および物的流通費 cz0に関して，「彼〔商業資本〕が消
耗する不変資本（物的な取引諸費用）……の生産は，ある種の産業資本の特
有な業務」として捉えられている。しかも，これらの「不変資本（物的な
取引諸費用）」としての流通費は「資本主義的生産の “空費 ”」であり，生産
物ないし取引対象に価値移転されることはない65）。したがって，貨幣材料
と流通資材を生産する部門は，再生産表式におけるⅠ部門に位置づけるこ
とはできない。他方，これら貨幣材料と流通資材を，「Ⅱ消費諸手段。資本
家階級および労働者階級の個人的消費にはいり込む形態をもつ諸商品」66）
に含めることも適切でない。故に理論的には，貨幣材料および流通資材 
は，『資本論』第Ⅱ巻第 3 篇の表式におけるⅠ・Ⅱ部門いずれの範疇にも
該当しないと捉えるべきと考える。
　本節では，『資本論』第Ⅱ部第 3 篇における表式をもとに，流通費と商
業資本を具体化していく方法で検討しているが，表式における素材・価値
の補塡関係は，他の生産物に価値移転する生産手段以外の生産物をⅡ部門
に含めることによって成立する＊。そこで，貨幣材料および流通資材を生
産する部門については，理論的にはⅡ部門とは異質であるものの，表式の
展開としてはⅡ部門の中から分離させ，貨幣材料生産部門をⅡg 部門，流
通資材を生産する部門をⅡz 部門として具体化する方法を採る。なお，全
65）　注39を参照。
66）　注45を参照。
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ての生産部門の有機的構成が等しいとすれば，貨幣材料 G を生産するⅡg
部門，物的流通費によって購買される流通資材 Z を生産するⅡz 部門，収
入と交換される消費手段を生産するⅡa 部門は，以下のように書くことが
できる。
　＊ 　物的流通費の一部を構成する貨幣材料の生産部門を再生産表式に位置づける
場合には，やはり貨幣材料が生産物へ価値移転しないために，その生産部門を
Ⅰ部門とすると表式における素材・価値補填の量的条件が満たされない，とい
う結論は先行研究67）によって明らかにされている。
３ ．流通費の節減
　次に，「資本機能のこの分割〔産業資本から商業資本の分割，すなわち流
通過程を担う商業資本の自立化〕によって」商業資本が自立化して流通過
程を担うことで「もっぱら流通過程に費やされる時間が減少し，そのため
に前貸しされる追加資本が減少し，そして商業利潤の姿態で現れる総利潤
のうちの損失分がこの分割が行われない場合よりも減少する」68）事情を，
再生産表式へ具体化することを試みる。商業資本は社会的再生産の総体に
占める流通費 Mz を節約することによって──直接的に流通費用を節約す
るのみならず，流通時間の節減や商品資本の節減を通じることにもよって
──，所得となる剰余価値 Myおよび利潤率 p’を増加させるという再生産
上の機能 69）を果たす。
　　Ⅱg     66.７c +  16.７v +   5.6My0 +  1.1b0 +   8.0 cz0 +  2.0 vz0 = 100 G
　　Ⅱz    506.７c + 126.７v +  42.2My0 +  8.4b0 +  60.8 cz0 + 15.2 vz0 = ７60 Z
　　Ⅱa  1,426.７c + 356.７v + 118.9My0 + 23.8b0 + 1７1.2 cz0 + 42.8 vz0 = 2,140W2
67）　富塚前掲書，299-304頁；谷野勝明「貨幣材料の再生産をめぐる論争」（富
塚良三・井村喜代子編『資本論体系 4 　資本の流通・再生産』有斐閣，1990
年所収）。
68）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．302．新日本新書版⑨，493頁。
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　ここでは，商業資本の自立化によって両部門の流通費 Mz を構成する商
品買取資本Bおよびその摩滅分 b，物的流通費 cz，商業労働者の賃金 vz
がそれぞれ25%だけ節減されるものと想定する。これによってⅡg部門の
生産物である貨幣材料は100Gから７5Gへ節減されるため，貨幣材料生産
部門は下記のように書き改められる。
　　Ⅱg　50 c + 12.5v + 4.2My０ + 0.8b0 + 6.0 cz0 + 1.5vz0 = 75G
また，Ⅱz 部門の生産物である流通資材は７20Zから540Zへ節減されるため，
流通資材生産部門は下記のように書き改められる。
　　Ⅱz　360 c + 90 v + 30 My0 + 6.0 b0 + 43.2 cz0 + 10.8 vz0 = 540 Z
このように，Ⅱg 部門とⅡz 部門が節減された結果，不要となった不変資
本163.3cと可変資本40.8vがⅡa 部門に振り向けられると想定すると，Ⅱa
部門は以下のように拡大する。
　　Ⅱ a　 1,590 c + 39７.5 v + 132.5 My0 + 26 b0 +191cz0+48 vz0= 2,385 W2
　さらに，商業資本の自立化と流通過程の集中的担当によって，各部門の
流通費は，産業資本自らが負担していた場合の b0，cz0，vz0から，それ
ぞれ25%節減された b，cz，vz に書き改めなければならない。こうした流
通費の節減によって所得となる剰余価値 Myに新たに加わる部分をΔ My
とすると，表式は次のように書き換えられる。
69）　この点については，谷川宗隆「商業資本実存の根拠について」（大阪市立
大学『経済学雑誌』第59巻 3 ・ 4 号，1968年10月）も参照。
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　先にも検討したように，「商人資本が資本のよりわずかな部分を貨幣資
本として流通部面に閉じ込める限りでは，それは直接に生産に使用される
資本部分を増大させる」７0）ことによって，社会的再生産の拡大が可能にな
る。すなわち，250ΔMy部分は，新たに産業資本によって生産部面に投じ
られることが想定され得るが，上の単純再生産表式では，余剰生産手段が
存在しないため拡大再生産への移行を展開することはできない＊。
　＊ 　流通費の節減分250ΔMyが生産部面に投じられて拡大再生産が実現するため
には，流通費の節減によりⅡg およびⅡz 部門で不要となった先述の163.3cと
40.8vがⅠ部門に振り向けられ，生産手段の生産量が6,000W1から6,244.9W1に増
加して余剰生産手段244.9が生産されることが必要条件となる71）。単純再生産
表式の拡張をはかる本稿ではこれら流通費の節減分が各部門の資本家の所得と
なり，個人的消費に支出されるとするが，各産業資本が自ら担当していた流通
過程を商業資本が集中的に代行することによって流通費が節減され，それに
よって拡大再生産が促進され得ることをここで確認しておきたい。
　<表式 4 >
　　Ⅰ　 4,000c + 1,000v + 333.3My0 + 166.７ΔMy +    50b +   360cz +   90vz =  6,000W1
　　Ⅱa  1,590c + 39７.5v +  132.5My0 +  66.3ΔMy + 19.9b + 143.1cz + 35.8vz = 2,385W2
　　Ⅱg     50c +     12.5v +    4.2My0 +   2.1ΔMy +  0.6b +   4.5cz +  1.1vz =    ７5 G
　　Ⅱz     360c +    90v +     30My0 +    15ΔMy +  4.5b +  32.4cz +  8.1vz =    540 Z
　　　　6,000c + 1,500v +   500My0 +   250ΔMy +   ７5b +    540cz +  135vz
　　　　　　　　　　　　　　　   
７50My
70）　『資本論』Ⅲ，Ｓ．291；新日本新書版⑨，476頁。注10も参照。
71）　社会的総資本の蓄積率・経済成長率に対する余剰生産手段量の規定的意義
については，富塚良三『恐慌論研究』未来社，1962年；井村喜代子『恐慌・
産業循環の理論』有斐閣，1973年などを参照。
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4 ．商業資本・商業部門の具体化
　商業資本が自立化すると，表式 4 で産業資本が負担している流通費は商
業資本が集中して担うことになるから，流通過程を代行する商業部門 Z を
導入して書き改める必要がある。なお，商業資本は利潤率均等化に際して
産業資本の取得した剰余価値の分与を受けるのであるから，表式は生産価
格次元で展開されなければならない。
　以下の表式展開では，生産価格次元における諸概念については，産業資
本の物的費用 c，生産労働者の賃金 v，所得となる利潤 Py，貨幣資本の摩
滅補填分 b，商業資材の購入費用 cz，商業労働者の賃金 vzと表記する。
なお，所得となる利潤については，産業資本が生産した剰余価値から流通
費部分を控除した分を Py，各部門の Pyの合計額を平均利潤率に従って各
部門に配分された平均利潤を Py´と表記する。なお，元資本部分について，
各部門の産業資本は剰余価値部分の半分を流通費として商業資本に支払
い，残る半分が資本家の所得になるとする。これら前提から，表式 4 の各
部門の費用価格，所得となる利潤 Pyおよび各部門の個別的利潤率は次の
ように示すことができる。
　　Ⅰ 費用価格 : 4,000 c + 1,000 v +  500 Pz 利潤 :    500 Py 利潤率: 9.1%
　　Ⅱa 費用価格 : 1,590 c + 39７.5 v+198.8 Pz 利潤 : 198.8 Py 利潤率: 9.1%
　　Ⅱg 費用価格 :    50 c + 12.5 v +  6.3 Pz 利潤 :   6.3 Py 利潤率: 9.1%
　　Ⅱz 費用価格 :   360 c +    90 v +  45 Pz 利潤 :   45 Py 利潤率: 9.1%
　　 Z 費用価格 :    ７5 b +  540 cz +  135 vz 利潤 :   ゼロ 利潤率 : 0 %
　上記の諸要素のうち，所得となる利潤総額を費用価格総額で除すことに
よって平均利潤率 8.4 %を得ることができ，この平均利潤率とＺ部門の費 
用価格（７5 b + 540 cz + 135 vz）とから，同部門が取得する所得となる利潤
119.７Py´が算出できる。産業資本から商業資本に分与される商業利潤をP*
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とすると，各生産部門から合計119.７（= ７9.8ⅠP * + 31.７Ⅱa P  * + 1 Ⅱg P * + ７.2Ⅱ
z P * ）の商業利潤が商業部門に分与され，各部門が獲得する所得となる利
潤はそれぞれ420.2ⅠPy´，16７Ⅱa Py´，5.3Ⅱg Py´，3７.8Ⅱz Py´，119.７ ZPy´
となる＊。なお，産業資本から商業資本へと分与される商業利潤 P *は，
商業資本が集中して負担する流通費 Pz（= 500Pz + 198.8Pz + 6.3Pz + 45Pz）と
ともに，商品の生産価格を下回る商業資本への販売価格と生産価格の差額，
いわゆる商業マージンとして商業資本に移転すると考えられるので，下記
の表式 5 に示された連関を通じて各生産部門の生産物と商業マージンに対
する需給均衡が成立する。
　＊ 　Z 部門の投じる商品買取資本は 750B であり，その摩滅分75bのみが当該期間
における費用価格となる。ただし，利潤率を計算する場合の分母には，摩滅分
ではなく投下資本量 750B が該当するため，Z部門の利潤率は，119.7Py´/
（750 B + 540 cz + 135 vz ）= 8.4 %となる。
　<表式 5 >
　　Ⅰ 4,000 c + 1,000 v + 420.2 Py´ +   500 Pz + ７9.8 P* = 6,000
　　Ⅱa 1,590 c + 39７.5 v +   16７ Py´ + 198.8 Pz + 31.７ P* = 2,385
　　Ⅱg    50 c +  12.5 v +   5.3 Py´ +   6.3 Pz +   1 P* =    ７5
　　Ⅱz   360 c +    90 v +  3７.8 Py´ +    45 Pz + ７.2 P* =   540
　　 Z   ７5 b +   540 cz +    135 vz + 119.７ Py´　　　    = 869.７
この表式での需給一致は，以下の通り明らかである。生産的部門の物的諸
費用 cとしての需要（Ⅰ4,000 c +Ⅱa 1,590 c +Ⅱg 50 c +Ⅱz 360 c）は，Ⅰ部門の
生産物の供給額6,000と一致している。商業部門（Z部門）の需要する商品
買取資本の摩滅分の補填需要７5bはⅡg 部門生産物の供給額７5と一致し，
物的流通費540 czはⅡz 部門の供給額540と一致している。また単純再生産
なので，全ての部門の労賃 v および vz 分と利潤所得 Py´の合計（Ⅰ1,000v +
Ⅱa 39７.5v  + Ⅱg 12.5v  + Ⅱz 90v  +Z 135vz  +Ⅰ420.2 Py´  + Ⅱa 16７ P´  + Ⅱg 5.3 Py´ + Ⅱz 
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3７.8 Py´+ Z 119.７ Py´ ）は収入として消費手段の購入に向けられるが，この需
要はⅡa部門生産物の供給額2,385と一致している。さらに，産業資本が商
業資本に支払う流通費Pz の合計（Ⅰ 500 Pz +Ⅱa 198.8 Pz +Ⅱg 6.3 Pz +Ⅱz 45 Pz） 
は，商業部門の供給総額869.７から商業利潤119.７ZPy´を控除した分７50と一
致している。なお先に述べたように，産業資本から商業資本へ分与された
利潤 P*の合計は，商業資本の所得となる利潤119.７Py´と一致している。
　なお，産業資本から商業資本に支払われる流通費 Pzと商業利潤の分与
分 P*とは，上で述べたような理論的意味の相違はあるが，現実には商業
マージンとして一括して商業資本への支払いとなる。そこで，流通費 Pz
と商業利潤 P*との合計額を商業マージン Pz´として，表式 5 は下記のよ
うにより簡潔に書き換えることができる。下記の表式 6 で，生産的部門全
体と商業部門（Z部門）との取引における需給均衡は，生産部門からの商
業利潤を含む商業マージンPz´の支払い総額（Ⅰ5７9.8 Pz´ +Ⅰa  230.5 Pz´ +Ⅱg ７.3Pz´ 
+Ⅱz 52.2Pz’）が，商業部門の供給総額869.７に一致する，という形で成立し
ている。
　<表式 6 >
　　Ⅰ 　4,000 c   + 1,000 v + 420.2 Py´ + 5７9.8 Pz´ = 6,000
　　Ⅱa 　1,590 c  + 39７.5 v +   16７ Py´ + 230.5 Pz´ = 2,385
　　Ⅱg 　   50 c  +  12.5 v +   5.3 Py´ +   ７.3 Pz´ = ７5
　　Ⅱz 　  360 c  +    90 v +  3７.8 Py´ +  52.2 Pz´ = 540
　　 Z 　   ７5 b  +  540 cz +    135 vz + 119.７ Py´ = 869.７
お わ り に
　本稿では，社会的総再生産過程における流通費・商業資本の機能・位置
と，それを根拠にした一般的利潤率への商業資本の参加，さらに再生産表
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式への流通費・商業資本の具体化について，現行『資本論』第Ⅱ・Ⅲ部お
よび準備草稿の叙述を手掛かりに考察した。流通費への支出自体は価値も
剰余価値も生産しない流通空費であるが，商業資本による流通費の集中的
代行を通じて社会全体の流通空費を節減することによって，価値増殖に
とっての制限が軽減される，すなわち価値増殖が推進される，という理論
的性格が明瞭になった。こうした社会的総再生産過程における流通費およ
び商業資本の役割・位置を前提に，これら理論的性格を明確化するため 
に，価値次元から生産価格次元へと展開する論理次元の相違を踏まえつ 
つ，利潤率の定式化，流通費・商業資本の再生産表式への具体化について
考察した。こうした検討を通じて，マルクスの「定義式」とローゼンベル
グの「修正式」をめぐって従来から議論が続いていた流通費を含む利潤率
の定式について，流通費の再生産上の機能を踏まえて首尾一貫する説明が
可能になった。さらに，商業資本とともに利子生み資本，地代所有者とい
う『資本論』第Ⅲ部に登場する不生産的部門についても，価値増殖に対す
る制限の軽減という同様の機能を根拠にして剰余価値の分与を受ける，と
いう再生産上の位置にあることも明らかになった。これに対して，消費過
程で機能するいわゆるサービス資本については，資本家および労働者の収
入からの支出によって対価を受け取る，という全く異なった再生産上の位
置を占めているものと理解された。
　以上の検討を通じて，商業資本自体は価値を形成する部門とは見做せな
いが，資本蓄積にとっての制限をなす流通費の節減を通じて価値増殖を促
進する再生産上の機能を果たしていることが明確になった。こうした流通
費の削減の結果生じる余剰資本は，価値増殖のさらなる増進，拡大再生産
に充当され得るものと捉えられたが，単純再生産表式への商業部門の導入
を課題とした本稿では十分な考察はできなかった。流通費および商業資本
の拡大再生産表式への導入，他面では拡大再生産における流通費・商業資
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本の役割についての検討は，今後の課題としたい。さらに上記のように，
不生産的部門の中でも商業資本とは再生産上の機能・位置が異なるサービ
ス部門に関して，再生産過程における役割・位置を踏まえつつ再生産表式
に具体化する課題についても，別稿での考察を期したい。
